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　平成25年度決算においては、全会計（一般会計と4特別会計）合計の財務諸表（貸借対照表、正味財産
増減計算書）と、各会計別にそれぞれ内訳表を作成している。また、財産目録を作成している。
なお、収支計算書についても参考として作成している。

⒈ 貸借対照表

⑴資産の部
　「未収会費・加入金」は、未収会費14件1,717千円、「未収金」は紛争解決負担金、行政協力事務受託費及
び支部事務所敷金戻りで8,545千円、「前払費用」は本部・支部の家賃等前払分で15,706千円、「貯蔵品」は
講習テキスト、法令集等で50,589千円などとなっており、流動資産合計は634,736千円となった。
　また、固定資産の「基金」は加入金当期繰入額11,600千円を含め202,310千円、「長期活動目的特定資
産」は、旧徳島県貸金業協会からの当期寄附（現金）受入額4,013千円を含め2,684,178千円、「退職給付引
当資産」は、当期資産化額30,000千円を加え233,455千円となっており、固定資産合計3,345,562千円で、
資産合計は3,980,299千円となった。

⑵負債の部
　「未払金」は、委託費、未払賞与（夏期賞与分）などで一般会計分89,707千円、特別会計分60,210千円の
合計149,917千円となっており、また、「前受金」は登録講習受講料26年度分で13,947千円、流動負債合計
は、174,340千円となった。
　固定負債の「退職給付引当金」は、当期取崩7,368千円、当期引当45,949千円で274,248千円となったこ
とから、固定負債合計344,255千円となり、負債合計は、518,596千円となった。

⑶正味財産の部
　「基金」が202,310千円、指定正味財産合計が2,684,178千円、一般正味財産合計が575,213千円で、正
味財産合計は3,461,702千円となった。

平成25年度　財務諸表及び財産目録
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①貸借対照表　（平成 26 年 3月31日現在）	 （単位：千円）
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	 （単位：千円）
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②貸借対照表内訳表　（平成 26 年 3月31日現在）	 （単位：千円）
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⒉ 正味財産増減計算書

　経常収益計は、1,758,383千円となっており、一般会計は1,592,924千円で、大半を占める「受取会費」は
1,539,452千円、「紛争解決手続負担金収益」は44,129千円となった。
　特別会計については、「物品販売収益」は5,962千円、「試験受験料収益」は93,678千円（＠8,500×
11,021人）、「主任者登録手数料収益」は15,759千円（＠3,150×5,003人）、「主任者講習受講料収益」は
49,693千円（＠15,500×3,206人）となった。
　経常費用は、事業費1,520,895千円、管理費410,677千円、計1,931,573千円となった。
事業費の「給料手当」は760,449千円で、希望退職の募集等により、前年度に比し、61,818千円の減少となっ
ている。
　「委託費」は126,716千円で、一般会計はアンケート調査などで合計53,616千円となっており、特別会計は、
業務委託費用などとなっている。
　「カウンセリング賛助会費」は、日本クレジットカウンセリング協会へ、前年度に比し5,000千円減額の
115,000千円となっている。
　「賃借料」は支部事務所賃借料等で116,270千円となっている。
　管理費は、一般会計のみで「役員等報酬」は94,534千円、「給料手当」は、管理部門担当職員分87,506千
円となっている。
　「賃借料」は一般会計負担分本部事務所賃借料で93,749千円となっている。
　この結果、当期経常増減額は173,189千円の赤字、うち一般会計は、103,136千円の赤字となった。
　当期経常外増減額は2,438千円の赤字となっている。
　これにより、当期一般正味財産増減額は、179,100千円の赤字、当期指定正味財産増減額は、旧徳島県
貸金業協会からの寄付金受入により4,013千円増加、当期基金増減額については、当期加入金繰入により
11,600千円増額となり、正味財産期末残高は3,461,702千円となった。
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①正味財産増減計算書 （平成 25 年 4月1日から平成 26 年 3月31日まで）	 （単位：千円）
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	 （単位：千円）
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	 （単位：千円）
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②正味財産増減計算書内訳表 （平成 25 年 4月1日から平成 26 年 3月31日まで）	 （単位：千円）
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	 （単位：千円）
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⒊ 財務諸表に対する注記

⑴重要な会計方針
　「公益法人会計基準」（平成20年 4月11日、平成21年10月16日改正内閣府公益認定等委員会）を採用	
している。

①棚卸資産の評価基準及び評価方法
　棚卸商品については最終仕入原価法による。

②固定資産の減価償却の方法
　定額法による減価償却を実施している。
　�　なお、リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引で、平成20
年3月31日以前の契約については通常の賃貸借処理とし、同4月1日以降の契約については新会計基準による。

③引当金の計上基準
　退職給付引当金 ............... 職員に対する引当金のほかに、常勤役員等に対する退職慰労引当金を含み、そ

 れぞれの計上基準は、退職金規程及び常勤役員等退職慰労金規則に基づく期
 末要支給額に相当する金額を計上している。

④消費税等の会計処理
　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

⑵特定資産の増減額及びその残高
　特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。	 （単位：千円）

（注1）	 長期活動目的特定資産については、旧各協会等からの寄付のうち、将来の活動のために留保しておく資 
	 産である。

（注 2）	 退職給付引当資産については、将来の退職給付のために留保した資産である。
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⑶特定資産の財源等の内訳
　特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。	 （単位：千円）

⑷固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。	 （単位：千円）

⑸未収会費・加入金の内訳	 （単位：千円）

未収会費

平成25年度上期以前 311

平成25年度下期 1,406

合計 1,717

※退会・除名・廃業・不更新・取消業者に係る未収会費・加入金は含まない。

⑹基金の増減額及びその残高
　基金の増減額及びその残高は、次のとおりである。	 （単位：千円）

（注）	 基金については、会員の加入金であり、定款第66 条の定め及び経理規則第31条に基づき、基金として
	 受け入れている。
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⒋ 附属明細書

⑴基金及び特定資産の明細
　財務諸表に対する注記に記載のとおりである。

⑵引当金の明細	 （単位：千円）

⒌ 財産目録

財産目録 （平成 26 年 3月31日現在）	 （単位：千円）
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⒍ 収支計算書（参考）

①収支計算書（平成 25 年 4月1日から平成 26 年 3月31日まで）	 （単位：千円）
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② 収支計算書内訳表（平成 25 年 4月1日〜平成 26 年 3月31日まで）	 （単位：千円）
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	 （単位：千円）
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⒎ 収支計算書に対する注記

⑴資金の範囲
　資金の範囲には、現金、普通預金、定期預金、未収会費・加入金、未収金、前払費用、前払金、仮払金、貯蔵
品、棚卸商品、未払金、仮受金、預り金、前受金、前受会費、源泉所得税預り金、社会保険料等預り金、未払消
費税等、未払法人税等を含めている。
　なお、前期末及び当期末残高は、下記2に記載するとおりである。

⑵次期繰越収支差額に含まれる資産及び負債の内訳	 （単位：千円）

（注1）	 未払金期末残高には、未払賞与相当額（前期72百万円、当期75百万円）が含まれる。


